（第1報告）韓国の陪審制 : 国民参与裁判の現状と課題 by 李 昊重
(第 1報告)終閣の階議縦一国民参与制jの現状と課題
(第1報告)
韓国の陪審制一国民参与裁判の現状と課題
濁江大学校法学専門大学院部教授李 英霊(イ・ホチュン)
I はじめに
I 国民参与裁判告u度の導入緩j混と主要な内容
II 関民参与裁判の現況と爽慾
IV 制度的な問題点と今後の課題
V 終わちに
I はじめに
2007年6月 l日に公布された f関誌の刑挙裁判参与に関する法律Jによって，
2008年 1月 l日から一般関民が刑事裁判の主体として参与する(国民参与裁判〉
制度が施行され始めている c 医i民参与裁!fiJを通じて法律の内外渓である国民の誰も
が f階審員Jとして裁判lこ参与して有無苦手の特断と議別意見を述べられることに
なったc 韓留の建留以降の 60年間，稼業裁判官の占有物であった司法領域におい
て，関民主権の原怒と民主主義そようやく実現できた点から顕綴的な変化であると
いえよう。
これまでの 6カ月の閤 (2008年 6fl 20 EI基準)，毘民参与裁判は， 22件の裁判で
剤の設渡しがなされ，その中の 5件が確定した。大法院は大体行i良識な滑り出しj
であると自讃している雰関気にあるが，留民参与裁判の導入趣旨ぞ生かし，それを
成功的に定着させるためには，学界と実務界がともに話し合って考えるべき問題も
少なくない。
この報告では，閤民参与裁判制度の導入経過と主要内容を館上手に紹介し，まだ緩
い期間ではあるが，これまでの 6カ月間の施行経験を振り返りながら，関民参与裁
判の現状にふれた後，いくつかの制度的な問題点と今後の課題について検認してみ
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ることとする。
1 国民参与裁判制度の導入経過と主要な内容
1 関民参与裁判制度の導入経過
由民の司法参与方案が本格的lこそして具体的に議論されたのは， 2003年 10月に
大法践に f司法改革委員会Jが設けられたときからである。司法改革委員会が「民
主化・多元化・回線化の大きな流れの中で，国民の成熟な力量をもとに『国民のた
めの司法jを超えて?顕民の司法Jとしての転換」を模索すると明らかにし1)，留
民参与制度は司法改革の本格的な課題と認識された。これによって，司法改革委員
会は， 2012年に韓国で適合する司法参与制度を本格的に施行するという包擦で，
まず第 1段階として，参審制や陪審制のような単一の形態を特定せずに階審と参審
の要素を混用する形態の司法参与制度を試みることを建議した。司法改革委員会の
建議事項を実務的に推進するための機構として設立された f可法制度改革推進委員
会Jでは，司法改革委員会の建議文に基づき 2005年5月lこf闇民の刑事裁判参与
に関する法律(案)J 全議決し，間法律案は 2005年 12月68に政府の発議で闇会
{こ従1¥されたっもともとこの法律案は施行白金 2007年3月l臼として予定してい
たが，開会法制司法委員会の審議過程で 2008年 l月 l臼から施行される刑事訴訟
法改正法律とともに富民参与裁判制度を施行することとし， r閤民の刑事裁判参与
に関する法律jが2007年6月1日に公布された。
2 国民参与制度の主要な内容
f国民の刑事裁判参与に関する法律Jは，刑事裁判に参与する入金Ii筏審員J，結
審員が参与する裁判を「闇民参与裁判j であると呼んで、いる(同法 2~長〔以下，単
{こ条文の番号だけを引用するJ)。国民参与裁判の主要な内容を概略的に紹介すれば，
次のとおりである。
1)対象事件
関民参与裁判の対象となる事件は，刑事重罪事件と限定されている (5条)2)。刑
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法上，故意の殺人罪と故意の基本犯罪によって死亡の結果が発生した結果的加重犯
事件，そして強滋傷害・致傷，強姦傷害・致傷，強盗強姦事件などが対象となり，
f特定緩済犯罪加重処罰などに関する法律jの背任収賄罪， r t生暴力犯罪の処罰およ
び被答者保護などに関する法律jの特殊強盗強姦罪，特殊強姦罪などが対象犯努で
ある。
その他{こも，合議部管轄事件で大法院規刻が定める事件も対象事件となりうるが
(5条l項3号)， r国民の刑事裁判参与{こ関する規烈」第2条3)は，不正食品製造な
どの保健食品犯罪，汚染物質不法排出採，麻薬犯罪などを対象事件として規定して
し、る。
このように，対象事件を比絞的に重い犯罪事件に限定したのは，第 l段階の制度
施行の初期に裁判現実智勘案して全国的に約 100ないし 200件程度の事件に対し，
国民参与裁判営実施するという前提で導出されたからである心。
2) 被告人の申議
被告人は，国民参与裁判を受けるか否かを選択することができる。被告人は，公
訴状部本の送達そ受けた尽から 7日以内に由民参与裁判を欲するか否かに関する意
思が記載された書顕在提出しなければならない(法8条H長)。また，裁判所は，被
告人または弁護人{こ公訴状剥本喜子送達するときに，国民参与裁判に対する案内者全
も送達しなければならない5)。被告人が番街を提出しないときには，富民参与裁判
を欲しないこととみなす(悶条3瑛)。
法制定の以前の議論の過程では，国民参与裁判を被告人の申請によらしめるか，
または対象事件!こ対して一律的に閤民参与裁判を施行すべきかが若手議論された。
前者{立国民参与裁判智被告人の権利とみる観点を，後者は民i民主権の制度的保障を
強調する観点を代弁している。官僚司法の閉鎖性と非民主性を克服しようとする由
民参与裁判の恕念に照らしてみれば，後者の観点がより妥当で、あるといえよう。し
かし，結果的に被告人の申請によらしめる方案が採択されたのは，一番目lこ，制度
施行初期に裁判所の過度な負担~和らげ，二番自に，一角から提起される遼慾可能
性に対する憂慮を尊重するという趣旨からである。
3) 陪議員の数
結審員の数は，対象事件の法定別によって異なる(法 13条l項)。法定JfUが死
刑，無期態役または無期禁協に該当する事件では9人の結審員が参与し，その他の
321 
〔資料)2008年度西i工大学校法学部 員雪山大学法科大学技・法学部学術交流会報告
対象事件では 7人の陪審員が参与する。ただし，裁判所は，被告人または弁護人が
公判添備手続で公訴事実の主主きな内容を認定したときには， 5人の陪審員を参与さ
せることができる。第 l段階国民参与裁判制度が陪審制と参審制を滋周する折衷的
なモデノレに帰結したことから，陪審員の数も 5人からヲ人と弾力的に主主められるよ
うになったc これは，陪審制的なモデルと参審制的なモデノレ金広く実験できる余地
主ナ残した意味をもっ6)。
法制定の過程で学界の意見としては，陪審員の多様な構成と討論を通じた真実発
見の可能性を確保するためには， 6名の陪審員では足りずヲ名程度が適正であると
する意見，最少で6名以上とすべきとする意見などが示されていた。
4) 陪審員の評議と評決
純粋の階審制であれば，結審員は有・無罪の決定に専権を行使する。 &00，純粋
の参審制であれば，判事と結審員が有・無罪および景刑について共同で決定する c
韓罷の盟民参与裁判は，純粋の結審制iや参審制の代わちに尚者を混合した折衷的な
モデルそ採択した結果，陪審員の評議手続と評決方式が相当独創的である。
陪審員の評議と評決は，次のように遂行される (46条)。弁論が終結すれば，裁
判長は，法廷で階議員らに「公訴事実の婆旨と適用法条，被告人と弁護人の主張の
要旨，証拠能力，その他留意すべき事項Jについて説明する。その後，陪審員らは
退廷して評議室で有・無罪について判事の関与なしに独自約に評議し，全員の意見
が…致すればそれに従って評決する(路審員の過半数の要請があれば，審漫に関与し
た判事のえま}立をとi滋くことができる)0 1次評議で有・然界につき陪審員会員の意見が一
致しない場合には，手U$の意見を開いた後(初等の主主見聴取は義務的である)に 2次
評議をし，このときに有・無罪の評決は多数決による。判事は，評議lこ参席して意
見を陳述することになるが，評決には参与・することができない。
陪審員が有罪の評決ぞした場合には，括審員は判事とともに滋刑について討議
し，量刑に関する意見を開陳する。裁判長は量刑に関する詑議の前に処罰の範閣と
蚤加の条件などを説明することになる。
諮議員の評決結果と霊部意見は勧告的な効力しかなし裁判所ぞ拘束しない (46
条5項)。ただし，結審良の評決結楽と量刑結果ぞ記載した番簡は訴訟記録とな
り，裁判長は判決言渡しのとき被告人に陪議員の評決結巣を告知しなければなら
ず，階審員の評決結果と異なる判決を言い渡すときには被告人にその理由を説明し
かっ判決議の理由に記載しなければならない (46条6項， 48条4項， 49条2項)。
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I次評議で判事の関与なしに全員一致の評決を誘導したことは，英会長式の結審制
を受容したものである。反面，結審員の独自的な決定そ尊重しながらも全員一致lこ
歪らない場合{こ評決不能 Chungjury)となち陪審員団を新たに構成して裁判すべき
陪審制の特徴は，裁判の長期化に対する護隊から受け入れられなかった。その代わ
りに，有・無罪に対する多数決評決の方式とか，階議員lこ最別に対する意見間際ま
で認定したことは，参審制のモデルの特徴を受け入れたものであるといえる。
3 日本の裁判員制度との比較
日本では，すでに， 1928年から 1943年まで刑事事{牛に対する陪議総合施行した
経験があるが，韓国と日本はともに世界的lこ孫にしか鴎民の司法参与を認めない国
家として分類されてきた。日本でも 19拘年lこ入って刑事湾法の改革方案のーっと
して，結審請!Ji'再導入すべきという主張が浮上することになり， 1999年に発足し
た{司法制度改革議議会Jで様々な議論の後に，裁判員制度を導入したことをみれ
ば， ~在宅暮制とか参議制とかをめぐる議論の過程が多くの点で似ている ï)。そして，
臼本でも，日弁連とrt民社会の側では，結審制を好む当主張が明確であった反面，最
高裁は参議総の導入に重きをおいたことも鶴田と類似する。
いずれにせよラ臼本では fPJ法改革委員会jの建議に基づき 2001年lこ内関に設
けられた f司法制度改革推進本部Jで裁判員制度の骨格そっくち，ようやく 20例
年5月に「裁判員が参加する刑率裁判{こ関する法律jが公布され， 2009年の裁判
員制度の施行を待つのみとなっている。以下では，日本の裁判長法に規定された裁
判員制度と畿圏の由民参与裁判制度の主主芸な内容を簡単に比較してみることとす
る。
1) 対室長率件
日本の裁判長法上の裁判員制度の対象事件は，ヨ〉死刑または無綴懲役，禁固に
該当する犯罪に隠する事件，争法定合議事件の中の故主主の犯努行為によって被答
者を死亡させた罪に関する率件である。具体的な罪名ぞ列挙している韓国の法規定
とは異なって，日本の裁判員法は対象事件の範間と基準を提示する方式で規定して
いる。線定の方式に差異があるとしても実質的に対象事件の範問は相当類Mするよ
うに見受けられる。ただい 韓国の関民参与裁判制度では，収賄罪そ含めたことや
大法院規員せを通じて一定の綴協で対象事件ぞ追加できるようにしたことなどに主義奥
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がみられる。
2) 被告の選択権
被告人に国民参与裁判に対する選択権全付与する韓国とは奥なって，日本の裁判
鈴制度では対象事件lこ該当する限り被告人の選択権が認定されないという点が両国
の制度の大きな差異点の一つである。日本では，裁判員制度が被告人のためにある
というよりは由民一般に重要な意味があり，また制度的機能に焦点、をあてる認識が
強かったのではないかと考えるつ
3) 裁判員の数
日本の裁判員法によれば，裁判官が参加する合議体は， r裁判官 3名と裁判長 6
名Jで構成される。ただし，公判前の整理手続で、被告人が公訴率突を認定する場
合，当事者に奨議がなく事件の内容などを考慮して適当であると認定するときに
は，裁判所は裁判官 l人と裁判員 4人で、構成される合議体で審判されるように決定
することができる 3 日本でも，裁判員の数は陪審制を好むか参審総を好むかによっ
て先鋭な対立があったとされているつ参審制jを念頭におく最高裁は裁判官3人に裁
判員 2人のモデル合提示した反額，陪審秘伝強力に主張した臼弁連の試案では裁判
官1.2人に裁判員は最少ヲ人が参加するそデノレを提案していた。
i治議員の数を"i，9 人(公訴事実の主姿な部分~認めた場合には 5 人)としている韓
矧の出決参与裁判が参加市民の数では，日本の陪審員制度よりは若子多いが，基本
的には両国の議論の過程で i，9人ないし 6人という数字が結審制と参審制の絶妙
な折衷案として登場したという点でみれば，大同小異という側面がある。
4) 有・然著書の決定および翠別の判断
日本の裁判員制度は，裁判官と裁判員が会議体を構成して有・無罪および量刑に
対して判断する構造をもっている。裁判官と裁判長は対等の関係で街・無苦手と愛別
について判断し，その判断は合議体の過半数の賛成とし，裁判官および裁判員 l人
を含むヲ人の中の 5人以上(会議体が5人である湯合lこは3人t1、上)の賛成が必姿で
ある。しかし，法令の解釈および訴訟手続に関する判断は，もっぱら裁判官の過半
数の意見によるべきこととなっている。
この点では，日本の裁判員制度と韓国の国民参与裁判の間で相当の差異点念発見
することができる。一番自に，韓国の国民参与裁判では陪議員の独立的な評決がな
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され，裁判官は結審員lこ意見を間際できても評決には関与できない。反国， 日本の
裁判員制度では裁判良が裁判官と対等な位置で会議{本合構成して脊・無罪の判断と
登別に対して多数決によって判断するようにしている。ニ努自に，違懇の余地をな
くすために，韓国ではまず第 1段階として結審員の評決に勧告的な効力を与えるこ
とで出発したが，日本では裁判官や裁判員の一方的な多数による決定喜子回避するよ
うにして遼慾の余地佐渡断しようとしている。
会絞的にみたとき，問国の昔話i度は純粋の陪審制や純粋の参審制でない折表的な形
態をもっている。ところが，韓関の閤民参与裁判が陪若手員の独自的な評決営認め評
決の怒出令残さないが，これに比して日本の裁判員制j皮は裁将官と裁判員が対等の
関係で有・無罪と;量刑-3:'判断する点，既存の判決蓄の記載方式をそのまま縫持する
という点でみたとき，韓国の留民参与裁判制度より日本の裁判員制度が性格上，よ
り参議制{こ近いと評価できるであろう。
11 国民参与裁判の現況と実態
1 国民参与裁判の現況
最初の国民参与裁判は， 2008年 2Jヨ12Bにデグ地方裁判所で鰐かれ， その後
2008生存6月初日現在で，総 108件の市議が受け付けられた状態であり，その中で
22件の国民参与裁判が弱かれたむこれまでの 6カ月開の関民参与裁'fljの現況は，
〈表 1>にみるとおちである。
1) 著書名別現況
部民参与裁判 22f牛を罪名加に分類してみれば，後掲〈表2>のとおりである。殺
人罪や殺人米遂採が総 11件で全体の 50%を点めておち，次に多い比重を占める犯
罪は強盗傷害罪事件で総6件である。
殺人事件の場合，総 11件のやの l件を除いては，すべて白色事件として被告人
が公訴事実を認定したやで，国民参与裁判を?申請した事件である。おそらく被告人
の立場では，自己に有利な情況を;手き彫りにさせ量刑で市民の寛大な意見を求めよ
うとした趣旨から，窮民参与裁判を利用したと推測できるであろう。
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(表1) 国民参与裁判の現況 (2008.1.1.-2008.6.20.)
公訴挙喜望 裁判の総菜
P!T 罪名 言言渡し
[白色の有無] 路塁審員評決/ 言言渡し 控訴の言選別;窓見 有無
-被答者(女，iO議)の家{こ刀
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んでたときにキッチンのナイア 童文)I 慾役6i手 鐙言尽~ノeニL で数寄者の複音sを?車目して殺害 慾f究5年~ (双方)
【自白] 慾役7王手6F1
殺人/ -食堂巡営する被告人が7L炎の
有罪 (i街全喜一 1
スクォ 友主主である被ミ害者の誌を絞めて 致)I 技訴
3 死体E号、 3.1i 殺人，死体隠援 慾役3年~
慾役7王手
(双方)ン E霊 [自白，犯行の緩終を争う] 懲役 8:1芋
-被答者(女， 43燦)の芸誌で足 傷害致死無罪
傷害手数
で被害者i"毅り立買が壁に打つ (満場一致無 fおE害致死無罪
4 イン 死/
かつて死亡 苦手， 喜善行祭実 妓訴
チョン
言下拶;
3.24 【否認} 多数決無罪) (検事)
|無銭炊食詐欺(山内ン)懲役 6月(詐懲役6Jヨ(詐
{自白] 欺)欺)
被告人 1: 被告人 1: 
有罪(滋湯一 ↑主芸事法i嘉反
致)I 懲役346月
-被告人2人，合i渇してボンド 懲役3年~
It害総法 を吸引し被Z害者である出張按堅苦 懲役4年 j 授言尽5 プサン 3.31 ゴコ(判定量，女)から!け物を強取 被告人2: 被告人2
なと
し強制緩行 特殊強滋有罪特殊強滋
(双方)
[強fl!J露HrヨfS;誌を一郎喜子認] <T~毒場一致 )I 懲役2年6尽
慾役2年6月 i(強制緩行然
強総震走行(多 11) 
数決無苦手)
i I I I .3人共i詰iして1支巡〈長ilと，女役
手ま苦言 (iお土号 ‘ 
チ ン 4.8. カ与(【荷共裁ら認犯現判】S金申人請をの強)r取i可し 強語家
校訴
致)I 
j慾 12iド (被告6 1〉/よJt生議法  のi人が関災参 懲役 7年~
懲役 15年
人)
1・被告人が7L向後女と問駁する
有苦手(満場一
7 チエ 殺人 4.14 被容者と金銭問題で争う中でナ 控訴
ジュ イフで刻して殺人
慾役 15年
(双方)
【自白]
• t窓際人である自分の娘(女， 数)I 控訴
クノレサI殺人 4.15. 125員長)を首ぞ絞めて殺袋 懲役2年6月懲役5年 (後傍
ン [自白] I~ 人)
懲役7年6汚
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[ ~;Ji 童文半!ijの察室主義公認 笑綴裁判所雪罪名 し {自由の有害表] 塁Fa塁斉塁審IJJl霊玄童見評決/ 言渡し 控訴の
-被告人がシャツシ 霞き穏で強百五{祭主等然努i準強滋(有弊)
100万クオン相主告の金総をE判こ{議場一致主要;溶け{銭努(然lJl&)
意表せていく途中に後答者が事を窃滋 I窃盗(有努)
ユン強盗{怒 止めたにもかかわらずそのまま{総務一致有ZFH 授訴
ヨン容。、/ ! 4.17 ・突進し，後三害者がよけようとし (双方)
窃盗 て2，掻街jの長選擦を受ける 執行猶予 慾役 u手6Fl
-窃主主4jヰ二室主合
I [否認]
い出1玄Fl後に長女が泣きおす有苦言 慾f支3年
10 ノ77"/ 殺人 4.21. Iとして誌を?絞めて死亡させる (多数決)/ 執行f節子5年 l議定
シュ j I861 執行主喜子
殺人未遂 殺人未遂
(言語f翠一童文書署ZZ)!(無罪)
総小祭実 綴小誉主災
-後答者 (47長室) と争うときγ切喜善処法(凶若号塁率処法(凶昔話
クァン殺人未 " ナイアで後慈善まの習をと l l!il ~iU し jj~1誇{議答) I携帯儀袋)
1 ジュ遂ノ「 コ.14 たが糸遂に終わる (言語走塁…童文寝苦手)j有罪;w~ ， jli室主
{自の，ただし殺人の放2まは喜子認数然慾言役1'霊5童3認話年そ芸F書
執行j益予 5年
2年
一 有!Jll(溺走塁一 校訴
スウォ殺人な " ・総統で兄弟の還さと娘ら殺害5 致)/ I~削情熱仇 I(主主主き
12 Iン ど コ.19・{自白l 童話期懲役 l'世間j引ス I人〉
-夜隠{こ滋答若手 (女， 17緩)ミをケ毒隠の事 5-1 ムやさ己f主義喜法 伎潔{こ没入して後答者の臼 1気掛
13 ブサン(強盗 5.19 した後，渓針。万ウォン 7 年~慾役 7 年 人(被)告
2主主妥) い強姦 8年
{?5i送]
-姿の努子総係会淡い言い争う!有罪(溺場
ジヰ 停 ときに殺主じ主;.致時)/ 慾役 10年 控訴
14 ν:，Y 1殺人 コ.26. 1 [自白] 慾役附~ 10iF I~双方)
ユ(( 終期慾役 [ 
1 l'お汚?の後{こ遂の不倫I}¥l係の;背有苦言(溺土器 控訴
。， 1 = 絡をと求めたが， かえってま言潟さ童文)/ 塁塁役 13年 (被告
15 I i'ク 1私人 5.26. れi浪芸号で殺怒 懲役 10年~ 人)
[ [自白} 慾役 15年
主主主義俗芸寄 5主主主{銭安 (然
'_:H立的公認華客災(i}主主主i議後)・ (溺均一支え然発)3jl)
許容のMI{i'強制iこ放がして読者段 5主主筆致傷 強盗致i努(脊
lこ拘1してお万ウォン強取およ (溺士号一童文有5jl)努)
び{怒怒 干寺加法走塁反終方日法i違反捺訴
ソクノレ強盗{銭 島問 -予鱗約公訴祭実(強淡童文i努): (窃盗) !(窃淡) I(談後
16 仮設:ミ警など ー 許Cか容のe般を室長剣{こ51っ綴一って絞司{言語長喜一致有ZJ1)!(有罪) 人)
後者全f主主段{こfj!Jして{怒認で与え 長室i怒慾f党 支立;努語主役
jる ll Fl~ 12年~1:防総途反(窃滋)競合 まミj努懲役 f芝i怒慾役
I[自白1 I~ 年 6 月 2年 6F3
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公認考察実
!結審員評決1 =_~， 1 控訴の[13臼の有無] I ::!;!~.\~;T/A/ I 雪渓し i i E愛別言霊見 1 i:I 11:;:' V I革著書ま
I _主位的公訴事笑(強i銃傷害t):1 I 
1コンビニ女従業良の産買をなぐり 1慾役22手6月[
イン i強滋 1 _ _^ i 30万ウォンあまりを強la，2巡i手'iYfl(多数決)1執行箔73年;控訴171: I--:::， ~I 5_2i_ :;，:::' '，-， ---，_， -~I~:;':' ，::~~"--I:，";:;:;， -. I 
;チョン! 傷害I-'.~'. i 長h~ 1執行総予 [社会奉仕 I(双方)
I 1.予織的公訴事災(怒l匂，傷害)1 I 120 &寺初
i I [夜認1
i被告人 1: I被告人 1: 
強滋傷害t(多[強淡銭安，主語;
数決手iW!1)，処法夜祭慾役i段訴
・(強滋傷害)被告人 1，2が共鳴処法(満場l4iド I(被傍
謀して被答者八{こ対する強盗喜善ト一致有罪)/ I 1人)
強盗 1 害 行設役 3 年~
18 I ~， ，~ ~/ I 傷害/16.4. I [否認] 盤笠三主
ノペザ渓処法 1.(泰処法)被告人 lが被Z害者i被告人 2: 被告人 2:
{牛数
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6.16. 
B¥t傷害 3佐i主主{努祭給lJI強盗傷害者!1l}J
【自白1 I (i荷士会一致有i懲役2年 IX 
界)/ I執行綴予3年;密室主E
執行総予~ 1保護綴祭2年 j
慾f交2王手 6月
l'蕗W!1(満場一-浴場のおかみをハンマーでw.t l':';.~' ， ".-.'~ i I 
j致)/ 1_，". ， ，_r 0 I授訴
りカードを 2枚強取， 2週協議 1:.:^  ~ 1慾役3王手6月ij 慾役 3 年~ I.~"A ~ ~ V U I (検事)
{自白1 1::: ，:. r 0 1 j慾役3年 6丹
、マーで絞答者(女，内縁1
1有罪(i荷揚ー
の女の友逮)の頭{こ 2[i'i]，手γi
つ童文)/
l[i'i]たたくっ 35日の治療を:，lll!すi
1懲役3年~
〈表2> 慰民参与裁判の罪名別現況(公訴事爽基準)
合計
22 
(100.0%) 
(j:'n報怨)韓国の締察側一一一回民参与裁判の現状と課題
2) 被告人の138の有無と陪審員評決
22 {，牛の富民参与裁判で被告人の自自の有無によって分類してみれば， <表3)の
とおりである o f全部自白j した場合は 131牛であり， f一部自白jが2件， f否認」
事件が 7件である。
〈表3) 自白の有祭
「一斉sEIE!Jや f否認J事件は，何よりも有・無罪を争う事件であるから，陪審
員の評決の結果が関心ぞひくことが多いc まず， 2件の一部自白事件((表1)の 5
番， 111寄)をみれば，被告人が犯行合否認した部分{こ対しては，路審箆がすべて無
罪の評決(1符=はさを員一童文， Ii4二は多数決)を下したし，第一主義裁判所の判決も開ー
である。
反童話に，被告人が犯行を否認、した 7件の事件をみれば，結審員評決で無罪3件，
有罪4件の評決がなされた。陪議長が無罪で評決した 3f牛中の2f牛で((表 1)の 9
2ゑ 2H寄)，第一審裁判所は碕審員の評決とは異なって有罪を言言い渡したc 強盗傷
害罪として公訴提起された事件 (9悉)で，階議員は全員一致で無罪の評決をなし
たが，裁判所は準強滋有罪・傷答無罪を言い渡し， もう一つの強盗傷害事件 (22
3寄)では，陪審良の全員一致の無罪評決にもかかわらず，裁判所は強盗傷答罪の有
罪を言言い渡した。
3) 陪審員評決および譲別意見に対する判事の受容の有無
判事らが勧告的効力をもっ陪審員の評決を実際にどれだけ信頼し受容するかは，
国民参与裁判の施行におけるもっとも大きな関心事である。 22f'牛の国民参与裁判
で際審員評決と判決議渡しを比較してみれば，有・無罪の変動があった場合には，
(表 1)で9番の事件と 22番の事件のこつにすぎない。残りの 20f牛の期決参与裁判
で判事は!筏委主良の脊・然界の評決結果を受容する判決伝言い渡した。
;翠部においても，判事らは大体陪室長良の量刑意見を尊重していることが示され
た。有・無罪に対して陪議員の評決と裁判所の判決が互いに異なる 2件 (9~寄， 22 
2寄の事例)ぞ徐~， 20件の際民参与裁判で判事が実際に言い渡したJlljは，陪審員が
量刑意見として提示した刑量の範劉内でなされたものである。ただし，この結果
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{ま，判事が陪審員の景JfU意見を?全幅約に受容したというよりは，逆に結審員らが判
事の量刑意見を受容した側面が強い。通常，裁判部カ;:.1:差別の討議で陪審員らに類似
事件の別援を説明し，陪審員らは裁判部の説明と意見を反映してE差別主主見-i'開陳す
ることになるが， このような量刑の討議の過程でi活祭員らは大体判事の提示するf差
別の意見を受容する傾向をみせている。
2 陪審員参与の現況
2008年 1月 l白から 4月30日まで総 10件の由民参与裁判で結審員選定および
参与現況を明らかにすれば，総 1，6iO名に悟審員選定期日への出席通知番喜子送った
結果， fz途不能jが31i名， f出席免除を中議j した人カ;492名で， これらをのぞ
く出席義務者 861名の中の 454名が実際に陪審員選定期臼lこ出席したとされてい
る8)。通知書発送と対比した実擦の出席率は 2I.2%として，アメリカの大都市の階
議員出席率が 20%にも満たない点と比較すれば，期待以上の出席率であるといえ
る。出席義務者と対比した実質出席本は 52.i%となっており，これは悶民参与裁
判に対する広報不足で参与が低識になるとの予想とは異なって，国民の積磁的な参
与主主:志を垣間見ることができるところである。
454名の出席者の職業は，会社員カ;25.8%，自営業者が 1i%，主婦が 1i.4%， 学
生が 6.60/<)，公務員カ;4.6%などと比較的に多様な分布をみせており，年齢別では
お代が沙.4()，(" 30代が 24.4%， 40代が 23.3%などと 20-40代が主流である。
この中で， i設終的に陪審員と予備l法審員として選定された 9i名は，性別では男
子の 61.9<)七，年鈴別では 30代の 38.1%，職業別では会社員の 28.9%が，それぞれ
比震が高いといわれている。
IV 制度的な問題点と今後の諜題
陪審員の評議と判事の意見陳述
韓国型国民参与裁判で判事が踏審員に意見を陳述する機会がある。とくに， 1次
評議で満場一致の評決に宝らない場合lこは，判事の意見を義務的に開き， 2次評議
を進行することになる。
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ところで，判事が経議員に陳述できる窓免の範留はどこまでかが問題となる。大
法院規則41条5項では， r手芸・無罪に関する意見を燦述してはならないj と混定し
ているが，これは最少限度の制限要件に過ぎず，判事の意見陳述の呉体的な許容範
閉がどの程度であるかは明らかでない実情にある。特定の公訴事実の認定の有無と
か，特定の証拠の証明カなどに対して判事が自由に意見を探述できるとすれば，階
寝負の評議{主事実上参審制約な評議の性格喜子帯びることになる。
l次評議が結審制約な性格を手まする点には異論がない。したがって， 1次評議終
に結審箆の遜半数の要請によって判事の意見を開く場合，判事の役割jは賠審員の評
議の前{こ法話で行う「裁判長説明 (juryinstruction) J ，こ準じる寝度であると解すべ
きである。判事は単に結審員の質問{こ答弁するか， r裁判長説明jぞ補完する程度
の消極的な怒5!陳述だけが許容されるであろう。そうでなければ， 1次評議の陪審
i倒的な性格が段損されるおそれがある。
1次評議で満場一致{こ至らない場合iこ2次評議に先王立って判事
の意見を開く場合である。これは， 2次評議の伎絡をどのように解するかの問題に
蕊結する。 2 次評議~参審制約な校給として把接すれば，半日若手は有・無罪に関する
を直接的に陳述できるとはいえ， r諮議員の脊・無罪の半リ断{こ影響を及ぼす積極
的な意見鰐僚が可能となる。反宣言，多数決によるべきとされた 2次評議を参審制的
な性格でなく議場一致の「評決不能J(こ鍛えるものとして理解すれば， 2次評議も
路空襲秘的な性格.:e手ぎするものと把爆することができ， このような交場では 2次評議
の前に行う判事の意見陳述も消機的な形態の意見間際に止まると解されることにな
ザ
心 。
結局，判事の意見陳述の綴問の問題は，国民参与裁判の折衷的な性絡を認めなが
らも，その実擦の運営において，階審制に近いようにするか，または参議制に近い
ようにするかは，きわめて沼重量な政策的選択の問題伝われわれに投げかけるものと
なろう合
2 多数決評決の開題
第 l段階留民参与裁判では，陪審員の I次評決は全員一致によるべきとなってい
るが，全員一致;こ三百らない場合， 2次評決{ま f単純多数決jによるべきと競定され
ている。陪主義制そ施行する屈では， JjU!せとして有・無罪lこ関する評決で結審員の全
員一致を要件としておち，全員一致の要件を多少緩和する例はあるが，単純多数決
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による評決{f許容する例はない。
アメリカの場合，連邦やほとんどの州では，陪審員の全員一致を要件とするのが
…般的であるが9)，一部のチ1'では全員一致の要件を緩和する傾向をもみせている。
アメリカの連邦最高裁は，全員一致の評決が諮審制の本質的な必須要素ではないと
いう立場から， 11: 1， 10: 2，または 9:3程度の f加重多数決」による評決を許容
している10)0 イギワスの場合にも，全員一致守原則とするが， 1967年の刑事司法
(Criminal justice Act)によって， 12名の中の 10名の多数決による評決を認めてい
る。ただい陪審員の全員一致の評決{こ歪るように少なくとも 2時間以上の評議を
経ないと 10:2の加重多数決による評決ぞ許容していない。
陪審i!jUで、全員一致ないし加重多数決の評決原刻は，次の二つの意味を有する。一
番尽に，それは有罪の立誌における「合理的な疑いを越えた証明 (pl・oofbeyond a 
reasonable doubt) Jという刑事訴訟法の法治主義的慕本原射を賠審裁判に充実に具
現するという意味をもっ。二番目{こ，それは陪議員の評議で熟考と深度のある討論
および合意を可能にする条件として昨日するため，究極的{こは結審裁判の質的優秀
伎と合怒伎を?確保するという意味をもっO
勧告的効力を前提とすれば，単純多数決による硲審員の評決を認めるとしても，
「合理的な疑いを越えた証明」や f無罪推定原刻jなどの刑事訴訟の大原則に途管
する事態は避けられそうである。しかし，立法過程で制度運営の効率性にだけ没入
して全員一致ないし加重多数決の評決原則をあまりにも簡単に放棄した結果，結議
員の評決の質的水準と合理伎を確保する重要な装援をなくすようになった合単純多
数決の原則合前提とする瞬間，結審員のI習の織烈かつ積極的な論争{主立ち消えにな
~ ，偏見や倣慢を是正する機会も著しく縮小されてしまうからであるつ
全員一致ないし加議多数決の評決原HUは，措議秘密弐j:j:義的な制度として支え
るもっとも重要な要素であるから，たとえ賠議員の評決に勧告的な効力だけが認め
られる示範実施段階といえども，みだりに放棄しではならないっしたがって，陪審
員の評決で全員一致ないし最少限度の力nil多数決原則によるべきとする法改正は，
今すぐにでも必要であると考える。
3 陪審員の量刑意見の開陳
有罪の評決がなされれば，結審員{ま判当主とともに量刑について討議し，長刑怒見
を開陳することになるc 陪審員と判事がともに量刑について討議するという点で
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は，参空襲制的な性絡が反映されているが，陪審員{主主手に~J!を関係するだけで翠刑
に関する表決をすることはなしまた硲審員の量刑窓見が裁判所を拘束しない点
で，純粋の参審制であるとはいいがたい。
しかし，陪審員の最那意見関係制度の妥当性については，いくつかの側面で疑問
がある。一番目lこ，現復刑事裁判で有・無罪の確定手続と量刑手続が区分されては
いない。さらに，国民参与裁判ではだいたいが，裁判の当日iこ評決の次lこ直ちに量
刑意見の開陳がなされるため， 'F日当主カ':1'差別資料全収集して滋審員に効果的に説明す
るだけの手続的・時能的余裕がほとんどないむしたがって，結審員の量刑意見は純
粋に三主観的な信念に立つものであるか，さもなければ判事が提示した量刑意見にそ
のまま返従する程度の窓見に過ぎない可能性が濃淳である。ニ番目に，韓関では，
今，量刑基準制 (sentencingguidelines)の導入のための準備が推進されている。 2007
年4汚に大法統{こ設けられた量刑委員会は 2009年4Flに最初の量刑慈準を設定・
公開する予定である。登別基準は，判事の量刑に対し法的拘束力を有するものでは
なく参考的な効力だけ認められる。しかし，裁判所が量刑事E準を離れた判決をなす
場合{こは，判決者lこ量那の恕EElを記載するように規定することによって(殺判所組
織法81条の7)，室市装誇主{ま今後，判事の公正かつ透明な量刑を担保するのに相当
程度に寄与するだろうと考えられる。判事の立場では，国民参与裁判で碕審員が開
際する量刑意見よりは量刑装壌の客銭的適用に，よち関心をもつべきである。 基本
的に，客観性と透明性・公正性を日擦とする量刑慕準伎と国民参与裁判での陪審員
の量刑意見制度とは南立しにくいであろう。;量刑J基準の適用が現実化されれば，陪
審員が量刑に関与する現夜の方式は廃1二するのが適切であろう。
4 控訴の問題
期決参与裁判でも，検事や被告人は刑事訴訟法に従って控訴することができる C
22件の菌民参与裁判の中で，検事が控訴した事件はl1f牛(双方控訴の 7{tl:を含む)
にヨさっている。施行の初期に検察は殺人などの重罪事件で陪審院の温情主義的態度
を憂慮する努詔気が強かったようである c 実際に， 1月4Bまで遂行した 10件の
国民参与裁判で検事は 7i'午そ控訴した。ただし， 5月， 6月に進行した 12件の留民
参与裁判では検事の控訴が4f牛{こ過ぎず，初期よりは控訴をお制す雰関気が読み取
れるが，これについてはさらなる推移の変更を見守るべきである。
問題は，検事の控訴 とくに無罪若手作:(こ対する控訴 が国民参与裁判の趣旨
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をケ退色させるおそれがあるという点、である。実際にさる 3月にインチョン地方裁判
所で開かれた鼠民参与裁判<(表 1)の4番)で，時審員らは傷害致死嫌疑lこ対して
会災一致でf限界の評決診し，第一議も傷害致死に対して無罪を言い渡したが， 7 fl
4日の段訴審は，有罪判決ぞ言い渡した。本件は，国民参与裁判の評決が控訴議で
滋された最初の判決として記録されるであろう。
普通，陪審制のもとでは，有罪評決に対しては被告と検事は控訴できるが， ~限界
評決に対して検事の控訴は認められない。結審員が有罪の立誌の有無につき合理的
な疑いをもって無罪評決をした事件に対して，控訴が認められ職業裁判官で構成さ
れた控訴審て、破棄されうるとすれば，これは結局，市民の判断念職業裁判官が無視
した結果となるため，陪審制の本米の趣旨と調和しない11)。富民参与裁判で無鍔
の評決(ないし判決)がなされた事件に対して検事の控訴は許容されないとするの
が妥当であるc
さらに，控訴ま替の構造~改革することも， もう一つの改革制度であるといえよ
う。現在の韓国の刑事手続における控訴審は統獲の構造で運営されている。反面，
陪審制を採択した留では，だいたい控訴穫は事後審の構造で運営される。第一審裁
判で陪審員、の参与と評決があるとしても，続議の形態の控訴審を職業裁判官が主主存
して判決の翻訟が容認されれば， これまた由民参与裁判の趣旨{こ符合しないことと
なる c 今いのある事実審議!はl球審員が参与する第一審裁判で集中的{こ審還し，結審
伐の評決:こ段終的な正当伎を7認めることが国民参与裁判の導入趣旨を生かせること
であり，そうだとすれば控訴審の構造は，現在の続審から事後審の形態に転換する
ようにすべきであろう。
V 終わりに
2008年 1月 1EIから施行に入った韓関の第 I段階国民参与裁判制度は，陪審制
と参審制の性格が混合した折E史的な方式合採択した。外国の立法i例を単純に模倣せ
ず独自的な制度を模索したということは，評価されるべきであるが，独創的な紛皮
を導入すればそれだけ実際の制度の運営でより徹底した補完と準備をしていくこと
が重要である。
留民参与裁判は， 1月から 6flまで総22{，牛の裁判が進行した。全般的に評備す
れば，陪審員への国民の参与率は予想、より高い水準であり，今後国民の積極的な参
与を?期待できるであろう。陪審員の評決は，勧告的な効力しかないが，判事がi務審
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員の有・無罪の評決結巣および量刑意見をほぼ尊重して特淡を言言い渡す領向をみせ
ていることも鼓舞的である。
今後，第 l段階の悶民参与裁判を;'5年程度，示範的に運営していく過稜では，事
実上これをナ際審制に近く運営するか，さもなければ参審制に近い制度で運営するか
が5年後の成果分祈念1r.おする可能性が高い。斡閣の第 1段階関民参与裁判制度は
折衷的な性絡をナ帯びているが，具体的な姿では陪審制の要素をよ与多しより強く
もっていると考える。このような結言察側的な性格を希釈させず関民参与裁判念成功
裏に運営するためには，次の苦手項が平めに補完されなければならないと考える。
香子自に，判事が結審員に意見を陳述する場合，判事の慈見陳述が許容される範関に
つき，より兵体的な基当主主ケ設ける必要がある。ニ番隠lこ，多数決評決の代わらに，
全員一致または加重多数決の評決原則をできるだけネ〈導入すべきである。三番目
{こ，結審員は脊・無罪の評決に集中するように盤別については関与できないように
すべきである。四番呂に， I議議員の評決， とくに無罪の評決に対する検事の控訴を
許容すべきでなしさらに段訴議を事後審の構造lこ改造すべきである。
市民の司法参与の核心的な理念は， i'U?去民主主義の実現である c 市民のj二に君臨
する司法ではなく，市民社会の中で市民と回線、守合わせ疎通する司法システムを作
ろうとする熱望が国民参与裁判の中にとけ込んでいる c 医i民参与裁判の成功の鍵は
まさにここにあるのである。
(iJi詑〕 本務{ま， 2008年7f!llB(こ路かれた南il. l7Yi工共同セミナで発表した!京総喜子
加議・若1mしたものである c
j主
1) ~立法改革委員会・湾法改務会♀!設建議文 (2004.12.3 1)， 27 J[。
2) 第5条(対象苦手件)u) 次の各号Hこ該当する率{牛.H翼民参与裁判の対象事件(以
下， i対象事件j とする)とする。
1. i部j法j第144条第2項後段(特殊公務執行妨答致死)，第 164条第2項後段
(混住建造物など放火致死)，第 172条第2瑛後段(爆発核物権破裂致死)，第
172条の 2第2主主後段(ガス・電気など放流致死)，第 173条第3項後段(プf
ス・短気など供給妨害致死)，第 177条第n妥後段(現役建造物など滋水致
死)，第 188条後段(交遊妨害致死)， m 194条後段(飲用水i昆選致死)，第 250
条(殺人・存続殺害)，第252条(隠託・承諾などによる殺人など)，第2535長
(偽討すこよる嘱託殺人など)，第 259 条(綴議致死・存続{傷~致死)，第 262 条の
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中の第 259条の部分(暴行致死)，第 275条第 1項後段および第 2.摂後段(巡棄
など致死)，第 281条第 1演後段および第2項後段(逮捕・監禁など致死)，第
301条(強姦など傷害・致傷)，第 301条の 2(強姦など殺人・致死)，第 305条
の中の第 301条・第 30条の 2の部分(未成年者姦淫雲走行)，第 324条の 4(入
賞殺害・致死)，第 337条(強盗傷害・童文俗)，第 338条(強盗殺人・致死)， ~ 
339条(強滋強姦)，第 340条第 2項および第3項(海上強盗傷努・致傷・殺
人・致死・強姦)，第 368 条第 2~震後段(蚤損壊致死)
2. i特定犯罪加重処罰などに関する法律j第 2条第 p医第 1号(賄賂)，第4条
の 2 第 2 項(逮捕・監禁などの致死)，第 5 条第 l~予(国療などの綴失)，第 5
条の 2 第 1 漬・第 H民・第 5~資(略取・誘因)，第 5 条の 5 (強盗{鎚怒・致傷・
強盗強姦)，第5条の 9第 l項・第 3~長(報復犯鍔)， i特定経済犯努加重処罰な
どに隠する法律j第5条第4項第 1号(背任収賄)， i性暴力犯採の処宮古および
被答者保護などに関する法律j第5条(特殊強盗強姦など)，第6条(特殊強姦
など)，第9条(強姦など傷答・致傷)，第 10条(強姦なと句殺人・致死)
3. r法院組織法j第 32条第 1項第3号による合議部管轄事件の中の大法続規則
の定める挙{牛
4. 第 11きから第3喜子までに該当する事件の未遂罪・教唆罪・結助努・予備罪・
陰謀苦手に該当する事件
5. 第 H号から第4努までと f刑事訴訟法j第 11条による関連事件として併合し
て主義潔する事件
3) 第2条(対象泰子i寸 法1'P5条第 1渓第3号による対象事件の範殴は，次の各号の
とおちである。
1. íf判決:J~~fl紋j司í!こ隠する特別措1ft法j 第 2 条第 l 項第 1 号，第 3 号(不正食品
製遊など)，第3条第 1現第 1払第3号(不lE窓薬品製造などの処摺)
2. i務i与Z犯YI1の取締に関する法律j第 11条第 I項， E若2項第 1号(麻薬)
3. i特定犯努力H重処罰jなどに関する法律j第 11条gpp頁，第2現第 1巧(麻薬)
4) 司法制度改務推進委員会・図災旦|刑事終判参与件lミ全性法律案(説明衣料l，
2005.5. 16， 61'Io 
5) 殴民の刑事裁判参与に測する士山!日第3条(被告人主主思の磁認) まj 絞判所は，対
象事件に対する控訴の提起があったときには，公訴状副本とともに被告人または弁
護人に部民参与裁判の手続，法第8条第2項による書記の提出，法第8条第4項に
よる意思、の翻訟の制限， その他のj主主主事項の記載された留民参与裁判に関する案内
蓄を送途しなければならないc
6) ~7â義/をミ}^J .陪議総立}rP民主l湾法参与(議号弓， 2005)， 35頁。
7) ただし， B本では第二次泣界大戦後{こ市民によって構成された検察審査会制度が
検妻美援に対する市民統制制度として市民の司法参与の法案のーっとして機能してき
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た点で，市民参与の滋:念と伝統で韓関よりも進んだ援史ぞもっているといえよう c
8) 出席義務者がiE当の理由なく不出席すれば， 200万ウォン以下の過怠料が賦課さ
れるが， 2008:tF(立国民参与裁判の施行の年である点を考慮、して，裁判所では過怠翠
そ賦議していないc
9) アメリカ逮邦の場合{こは， FederalIミulesofCriminal Procedure， Rule 31 (a). 
10) Johnson v. Louisiana， 406じ.S.356 (1972). 
11) ゼ王宮零/令，?]/J.前掲議， 82:Nc 
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